
  

平成 23 年 9 月 27 日 

各 位 

大和証券株式会社 

 

信用建玉残高 2,000 万円以上で現物株手数料も業界最低水準に 

～大口のお客様を対象に手数料割引キャンペーンを実施～ 

 

大和証券株式会社（以下、当社）では、平成 23年 10 月 17 日（月）より、「ダイワ・ダイレクト」コ

ース専用の信用取引サービスの建玉残高が 2,000 万円以上のお客様を対象に、インターネット経由の現

物取引の国内株式手数料を業界最低水準（※）とする『信用残ＤＥ現物割引！！キャンペーン』を実施

いたします。 

信用取引サービスは、平成 22 年 7 月の手数料大幅引き下げ以降、大変多くのお客様にご好評をいた

だいておりますが、お客様から、「信用取引と現物取引を同じ口座でしたいので現物取引手数料も引き

下げて欲しい」というご要望も多く寄せられていることから、今回のキャンペーンを実施することとい

たしました。 

当キャンペーンでは、対象となるお客様の現物取引の国内株式手数料が、約定代金 50 万円以下で 150

円（税込）、約定代金 50 万円超 150 万円以下で 300 円（税込）、約定代金 150 万円超で 1,200 円(税込)

となり、信用取引のみならず、現物取引においても業界最低水準（※）の手数料を実現いたします。 

これから当社でお取引いただくお客様もキャンペーンの対象となりますので、この機会に是非当社で

のお取引をご検討ください。 

キャンペーンの詳細は、下記のとおりです。 

※平成 23年 9 月 26 日現在、当社調べ。 

記 

 

◆信用残ＤＥ現物割引！！キャンペーンについて 

キャンペーン期間 平成 23 年 10 月 17 日（月）～平成 24 年 3 月 30 日（金） 

キャンペーン内容 

「ダイワ・ダイレクト」コース専用「信用取引サービス」における 

信用建玉残高 2,000 万円以上のお客様の、現物取引の国内株式手数料 

（インターネット経由）を大幅割引いたします。 

キャンペーン手数料 

国内株式手数料（現物取引･インターネット経由） 

約定代金 50 万円以下          ：150 円（税込） 

約定代金 50 万円超 150 万円以下：300 円（税込） 

約定代金 150 万円超           ：1,200 円（税込） 

キャンペーン手数料 

適用期間と資産判定日 

半月ごとに資産判定を行い、キャンペーン手数料を適用いたします。 

キャンペーン手数料 

適用期間 

①毎月 1日から 15 日 

②毎月 16 日から月末 

資産判定日 キャンペーン手数料適用開始日の 2営業日前 

※10 月の資産判定日は 10 月 13 日（木）、10月 28 日（金）です。 

当社は今後も、お客様に親しまれる証券会社、お客様より選ばれる証券会社を目指して、ご満足いた

だけるようサービスの向上に努めてまいります。 

以 上 
 



  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商号等：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 108 号 

加入協会：日本証券業協会、社団法人日本証券投資顧問業協会、社団法人金融先物取引業協会 

一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて  

「ダイワ・ダイレクト」コースで取扱う商品等へのご投資には、商品ごとに所定の手数料等をご負

担いただく場合があります（国内株式委託手数料は、約定代金に対して最大 0.84525%（税込）、た

だし、最低 1,837 円（税込）、ハッスルレートを選択し、オンライントレード経由の場合は、1日の

約定代金合計が 300 万円までなら、取引回数に関係なく国内株式委託手数料が 3,150 円（税込）、以

降、300 万円を超えるごとに 3,150 円（税込）が加算、投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販

売手数料および信託報酬等の諸経費、等）。信用取引サービスの場合、国内株式委託手数料（約定ご

と）は、約定代金 50 万円以下の場合は 150 円（税込）、約定代金 50 万円超の場合は 300 円（税込）

です。その他、事務管理費、買付代金に対する金利、売付株式等に対する貸株料、品貸料をお支払

いいただきます。また、委託保証金（有価証券による代用が可能）を担保として差入れていただき

ます。委託保証金は、約定代金の 30％以上で、かつ 30万円以上が事前に必要です（別途、手数料

など諸費用も必要）。各商品等には価格の変動等による損失が生じるおそれがあります。信用取引サ

ービスには、株式等の価格の変動等による損失が生じるおそれがあります。また、少額の委託保証

金で多額の取引を行うことができることから、時として多額の損失が発生する可能性を有しており、

その損失の額が差入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリ

スクは異なりますので、当該商品等の「契約締結前交付書面」やお客さま向け資料等をよくお読み

ください。 


